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福島県における主要木材の短期需給見通し(令和５年下半期)

福 島 県 木 材 流 通 対 策 協 議 会

（庶務担当：福島県林業振興課）

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ２ 日 公 表

【 作成の目的 】
近年の政治・経済、国際情勢のめまぐるしい変化や、東日本大震災及びそれに伴う東京

電力福島第一原子力発電所事故からの復興に向けた動きなど、本県の森林・林業・木材産

業を取りまく環境は大きく変化しておりますが、本産業の振興を着実に進めていくために

は様々な社会動向を的確に捉えて分析・整理し、迅速に対応していくことが重要です。

福島県では平成４年度より、木材の生産、加工、流通、建築、金融等の各分野の有識者

による「福島県木材流通対策協議会」を設置し、木材流通等の動向や今後の展望について

情報交換を行っています。これらの情報を業界関係者等が共有し、業務の参考としていた

だくため、主要木材の短期需給見通しを作成し、広く周知することとしました。

住宅着工の状況■

【現 状】

令和５年上半期（１月～６月）の県内の新設住宅着工戸数は3,911戸であり、前年同期比

14.8%減、震災前(H22)同期比13.6%減となり、東日本大震災の影響で着工が落ち込んだH23

年同期3,224戸以来の低い水準となっています。

一方、資材ショックにより坪単価は前年度比15.6%増の74万円となっており、急激な住宅

価格の上昇やエネルギーの高騰及び物価高騰が消費者の購入意欲を押し下げたとみられま

す。

【今後の見通し】

国土交通省による「こどもエコ

すまい支援事業」が継続されるこ

とで、引き続き、購入資金の下支

えとなることが予想されますが、

令和３年以降、過去に例のない極

端な住宅価格の高騰が安定傾向を

示しつつも、依然として高水準に

ある状況や建築資材価格指数は、

１年半の間に約1.4倍に上昇してお

り、今後着工の物件は、値上がり

後の建築資材を使ったものとなる

ため、供給サイドとしては値下げ

がしにくく、今後も需要を抑える

要因になり続けると想定されるた

め、前年同期比でやや下回ると見

込まれます。
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主要木材の需給■

（１）素材

【現 状】

令和４年上半期（１月～６月）の素材の県内市場入荷量は、大型工場等における素材の

在庫確保が進んだことや合板メーカーによる丸太の買い控え等の影響により、156,802m3（前

年同期比7.1%減）となり、昨年より続いた素材の活発な荷動きは落ち着きました。

一方で、木質バイオマス向けの素材需要は多く、一部で不足が生じている状況が続いて

います。

素材価格は、スギ柱取り丸太の令和４年２月の県平均販売価格18,900円／m3、ヒノキ柱

取り丸太の令和４年１月の27,800円／m3をピークに値下がりが続き、令和５年６月にはそ

れぞれピーク時の半値となり、価格上昇前とほぼ同水準となっています。

【今後の見通し】

ウッドショックによる素材価格の高騰から一転して下落した状況が続き、物価高による

住宅着工戸数の減少も相まって、素材生産量の減少傾向は継続すると見込まれますが、木

質バイオマス向けの素材需要は引き続き活発な状況が続くと予想されます。

住宅及び非住宅分野全般で木材需要の大幅な回復が見込める状況にないため、価格も保

合で推移するものと推測されますが、原木の不足感から上昇に転じることも予想され、今

後の動向を注視する必要があります。
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（２）製材

【現 状】

令和５年上半期（１～６月）は、製材工場における原木在庫が多くなり、原木市場に販

売済丸太と新入荷丸太が置ききれない状況になるなどして原木単価も下落しました。

６月のスギ柱（特等KD）、105mm×105mm、３ｍの県内平均価格は87,800円／m3と弱気配の

状況となっています。

【今後の見通し】

製材品単価、原木単価ともに下落していましたが、原木の入荷量減に伴い値上がりに転

じ、価格の回復と相まって伐採量は今後増加すると見込まれますが、出材量が伸びず、丸

太不足は当面続くものと予測されます。

また、中国木材の火災の影響による平角需要も出ていますが、住宅及び非住宅分野全般

で木材需要の大幅な回復が見込める状況にないため、価格も保合で推移するものと思われ

ます。

（３）外材

【現 状】

現在、小名浜港における外材輸入は行われておらず、東京港で荷揚げした荷物をコンテ

ナ輸送している状況です。

北米材、北欧材とも小名浜港での荷揚げが可能かどうか模索中です。

【今後の見通し】

現地積みFOB価格（本船渡条件価格）を多少下げましたが、為替が円安に振れたことでコ

ストは変わらず、売価は横ばいとなっています。

（４）プレカット

【現 状】

建築・住宅販売では着工棟数の落ち込みに加え、中国木材鹿島工場の火災の影響により、

公共事業への資材の調達が難航すると予想されましたが、今のところウッドショックのよ

うな混乱は起きずに静かに代替え樹種への移行がなされ、市場も不足感が前面に出ないた

め資材の高騰も起きていません。
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図－４ 県内木材市場における素材価格（月別）
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【今後の見通し】

国産材の原木不足が表面化しているため、少しずつではあるが価格の上昇が見込まれ、

中国木材の工場火災の影響による供給不足は２～３年継続するものと思われます。

また、地価・住宅価格ともに高水準で推移しており、新規住宅着工戸数減が今後も続く

ものと思われます。

（５）集成材

【現 状】

昨年６月頃から１年以上下げ相場が続いていましたが、ここへきて内外産ともに値上が

りしています。昨秋からの輸入完成品の入荷が減少し、需給バランスが取れてきたタイミ

ングで中国木材の工場火災による米松製材品の供給減少が発生し、集成材への代替え需要

が発生しています。

【今後の見通し】

住宅着工戸数は来年も厳しい状況が続くと予測され、円安進行の影響懸念も続き、ラミ

ナの産地価格は底値限界で12月には第４四半期契約分が欧州から入ってきます。

中心値が前回から概ね10ユーロ程度上昇しており、輸入コストの上昇が確定しているこ

とから、今後は、集成材への価格転嫁が急がれています。

（６）チップ関係

【現 状】

製紙用、燃料用とも、切削チップは引き続き需要が多く、国産材へのシフトも進んでお

り丸太不足が継続しています。

廃棄物系の材料で作った古材チップは生産が抑え気味となっているものの、原料として

は不足している状況で、燃料用チップは、ユーザーの定期点検や一部のボイラーが故障な

どにより停止している状況にあり、特に関東では荷余り感がある状況です。

【今後の見通し】

切削チップは需要があり、丸太不足は今後も続く見込みです。

廃棄物系の古材チップは、メーカーの生産は回復しつつあるが需要は多いため、今後も

不足の状態が続くものと見込まれます。

また、廃棄物系の燃料用チップは、ユーザーの定期点検やボイラー補修などが終了すれば、関

東での荷余り感は解消され、後半は逆に不足が予想されます。

経営環境（資金需要）■

【現 状】

設備資金については、ウッドショックによる国産材価格高騰も一段落し、関係企業の業

況も落ち着きつつあります。全体的な資金需要は弱く、設備投資に慎重な姿勢が伺えます。

運転資金については、売り手優位にあった価格交渉がウッドショックの収束により縮小

し、仕入れ価格次第では、在庫不良化等による資金繰り悪化の可能性を有していますが、

現況良化に伴う増加運転資金とも特段の動きはなく例年並みとなっています。

【今後の見通し】

現状と同様、当面は設備資金に慎重な姿勢が伺えます。

また、既存設備の老朽化による更新設備投資の資金需要は例年並み、事業拡大による新

規設備投資への資金需要は限定的と思われます。

運転資金については、ウッドショックの収束により収益性が落ち着きつつありますが、

在庫価値の減少から資金繰りが悪化する懸念もあり、資金繰り資金の借り入れ要請が増加

する可能性があります。


